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第 5章 自社 と自社の社会的責任一全社戦略
を倫理価値観に関連づける｡
著者は価値観の産物として倫理的な行動につい
て考慮している｡今日企業の社会的意義は多面的
に論ぜられ､一企業自身の考えのみでは継続的に
存在して行 くことはできない｡
戦略の決定にあたり､戦略作成の主要な側面と
して､① 自社環境の中での現在および将来の機
会とリスクの評価､② 自社の現在および潜在的
な資源ないし能力のユニークな組合せの査定､(卦
個人と組織の満足すべき非経済的なものの採択､
④ 自社の社会的責任の識別と受容の四つを掲げ
ている｡この最後の社会的責任の識別､受容は前
三者とは異なる範噂に属するものであるが､｢基盤
の確立した企業は､社会の中で､経済的な価値観
だけではなく､倫理的な価値観によって支配され
る｣｡戦略担当者は｢経済的な動機と能力｣だけで
はなく ｢倫理的な動機と能力｣も必要であること
は承知していることであろうが､多分 ミクロ的に
はきちんと意識されているが､マクロ的局面にお
いては倫理的な面が希薄化されていることも事実
である｡個々の企業が戦略面において ｢機会とリ
スクの評価｣､｢資源と能力の組合せ｣を考慮する
ときにどこで組合せの妥協点を見つけるのか､企
業の社会的責任､倫理観を意識した経営戦略の妥
協点を定めることは容易ではない｡個々の企業は
暖昧なま､､相矛盾した状態で戟略が展開されて
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いる｡それぞれの企業が ｢自社の戦略の定義に沿
った形で､企業が実力を行使し活動を行おうとす
れば､そうした企業に対して社会は懸念を持つ｣｡
主要な問題として考えられることは､① 利用可
能な諸資源の投入範囲はどこまでか､(塾 機会選
好の考慮すべき指針は何かの二つである｡懸念の
範囲として､国家､地域社会､業界から企業の単
一の個人による自由の行使の問題まで及ぶ｡
これに関連してトノブの意思決定の質を評価す
るための批評プロセスは将来はるかに重要になる
としている｡この考え方は既存の社会的システ
ム ･企業システムの一点が変革しつつあると思わ
れる｡
第6章 戦略の実行､存在目的に向けて資源
を全力投入する｡
｢戦略は組織行動に具体化されるまでは､きれ
いな言葉で飾った表現であるにすぎない｡目標を
目指した実行は戦略経営の要諦である｣｡実行の伴
わない戦略案は単なるアイデアである｡戦略の決
定は次の四つの分析的なサブ活動の組合せである
という考え方が多い｡① 〈機械とリスク)を識
別するための自社環境の調査､② く自社の強み
と弱み〉に関する憤重な評価､③ 自社のリー ダ
ーたちの特徴に組み込まれている個人的な (価値
観〉の識別と重みづけ､④ 自社がどんなレベル
の倫理的 (社会的責任〉まで負担するかというレ
ベルの設定､これらを基準として戦略の決定がお
こなわれ､これを実行に移す変換システムとして
管理的な活動を補完する必要がある｡① 仕事の
責任の専門化､② 分割された責任の調整､③ 情
報システムの提供というプロセスを通じて有機的
な成果の達成を目指すというものである｡戦略の
実行には協働が必要である｡このほかに柔軟性､
適応能力､熱意､忠誠心などを必要条件とし､こ
れらが欠けると戦略的実行能力は弱体化する｡さ
らにトノブの強力なリー ダーシップが加えられな
けれはならない｡日本の経営幹部は慨して管理面
にかたよった思考をとる傾向がある｡そのため戦
略思考と管理思考の区分があいまいになる場合が
ある｡著者も言うように ｢戦略の決定が､管理活
動として実行段階に移行した場合､企業全体のニ
ーズを超えて個々の特別な存在目的を追求しよう
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とすると､全社戦略とは逆の方向を志向する｡｣こ
とがある｡
戦略を論ずることは容易であるが､実際に成果
を生むことは難しい｡実行に対する間違ったアプ
ローチと仮説は言いつくされているが念のために
次に掲げておきたい｡
1.経営幹部が単細胞的に戦略についてのコンセ
プトをめぐらし､取締役会に報告して､形式的
な承認を求め､すでに決った方針として､それ
を公表し伝統的な命令､コントロール手続きの
もとで部下が､その戦略を速かに執行してくれ
るという仮説｡
2.戦略は､自社能力､個人的な価値観､入り組
んだ文化的な忠誠心に一切おかまいなく､経済
機会に関する没価値的な評価と選択および成果
からなっているという仮説｡
3.戦略計画における目標は､将来年度の数字を
おかまいなしにふくらませるというやり方で高
い売上高成長率や利益成長率で表わす傾向｡
戦略を単に定量的な表示をもってすれば即実行
に移せるというわけにはいかない｡将来の姿を理
念的に述べ､現状延長的数値の表示を終るもの､
静態的､精神的､抽象領域での願望の表示を戦略
課題とするものなどがあるが､戦略にはさらに｢人
間的､社会的､倫理的な要素｣を加味した､到達
可能な将来像を定量的､定性的な戦略案として確
立すべきである｡
革新的な企業における実行の見解として ｢草新
志向の企業では聞く耳をもつ社員が意図的に開い
たチャンネルを通じて､新しい機会について語
る｣｡ここでは協力的で創造的な組織が成立してい
ることが示されている｡このときこそ管理の方針､
実践の面で社員を巻き込み､その結果として企業
の存在目的のためにエネルギーを投入し､持続し
なければならない｡相互に情報を共有し合い､信
頼関係の中で魅力があり社員が協力する戦略を考
え出すことが課題となる｡社員が目標設定にどの
程度まで参画しているかはエネルギー顕在化に役
立つ例といえよう｡
第7章 戦略の実行 資源投入から経営成果へ
本来 ｢戦略が先行し､組織機構がそれに追随す
る｣､やがては｢組織機構が先行し､戦略がそれに
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追随する｣傾向となる｡これは組織の硬直化現象
であり防止策として次の三つの例を示している｡
(丑 柔軟性と非公式性に対して高いランクづけ
を与える｡② タスクフォースに頼ること｡③ ス
ペシャリストと部門相互間の乗り入れを研究する｡
一方で革新的な企業は､独創的な貢献を可能に
する創造性､率先性､個人の自治について留意し
ている｡そのための管理システムとしては､① パ
フォーマンスの公平な評価､(む 効果的な刺激と
報酬､(診 方針の合理的な確立と要望､径) 経営
幹部の能力開発の四点を示している｡
組織の硬直防止と創造性の発揮について管理シ
ステムの面から説明を加えている｡とくに人的資
源管理の方針を重要視し､経営幹部は､戦略を促
進させる行動として､動機づけ誘因システム､戦
略を促進させない行動として､制約､統制システ
ムの二つを掲げ､組織行動に対する影響力をこの
二点から説明している｡
動機づけ誘因システムのうち､非金銭的誘因シ
ステムとして､(》 仕事の達成の誇り､② 自由
な組織風土､(卦 有能で楽しい同僚と交流する喜
び､④ 価値のある仕事からの満足の四例がある｡
組織風土としては､不必要な制約なしに自らのア
イデアを実験､通用する自由が認められることを
指摘している｡
経済的誘因システムは経済原理を基準とするも
のであるが､この非金銭的誘因システムは心理原
理ともいうべきものに基準をおいている｡実態の
ない見えないもの高度心理社会というべきものが
誘因システムとして幅をきかせて来ている｡こ､
では人的資源管理のメカニズムよりも､組織風土
を重要視し､それから得られる心理的効果 ･満足
に管理の視点を移している｡組織風土は､自然生
成的であるが､組織風土のあり方によって新しい
行動様式が生まれる｡自由で強力な組織風土から､
自由で強力な心理エネルギーが生まれる｡
革新的な企業の創造性は管理システムからの接
近法だけでなく､ トップが創造的であること､全
社的に創造意識を高めること､企業の各個人が､
思考､問題意識､価値観を改める企業組織にする
よう仕向ける必要がある｡ トノブの信条､指導方
針､価値観､行動様式の変革は組織に大きく影響
する｡論ずることは容易であるが､多くの困難を
〔書 評〕
伴いながらこの変革に接近する必要がある｡
能力開発は戦略の実行において必要となるもの
であるが､ここではアメリカの経営管理基調がよ
く表現されている｡それは個人の責任､意思決定
の責任の明確さ､フォーマルなシステムが明確に
されている｡能力開発は､｢共通の知識体系の提
供､一般化したよいマネジャーの輩出を求めるも
のではなくて､それは組織の存在目標に密接に結
びついており､存在目標それ自体の要請に応じて､
能力開発の種別､程度､分量を決めるものである｣
という｡このプロセスを経て､ニーズの発生に先
がける形で社員は専門能力を身につけることがで
き､企業の戦略発展が要請するような卓越性水準
をもつ社員像に到達するのであるという｡日本の
組織機構では経営管理者は多様な職能に応ずるこ
とができるように教育される傾向がある｡個人の
責任はあまり強調されす､意思決定は多数の合意
でなされ､インフォーマルで共通な物の考え方に
到達するような関係にある｡日本の能力開発は｢共
通の知識体系の提供､一般化したよいマネジャー
の輩出を狙っている面もある｡短期的な成果主義
か長期的な業績を目指すかの相違も能力開発のあ
り方に関係する｡
終章 戦略経営と全社総括
戦略作成は単一な個人の構想を書面にしたもの
ではなくて､それ自体一つの組織プロセスとして
完成させることに意義がある｡現実的には､① 不
確実な環境､② 不明確な自社能力､③ 限定さ
れた諸資源､⑥ 表面的に不明な個人の価値観､
⑤ 社会的責任要求の出現､これらの制約された
条件下で事実を認識し､調和させながらの組織プ
ロセスであると理解される｡しかし例えばトノブ
の幹部の個人的価値観は当然異なるであろうが､
そこには暗黙の合意が存在するのか､データーの
選択や組合せによりさまざまな解釈が成り立つし､
判断と推測にもとづ くために妨害､反対の意見も
考えられる｡これらを克服する能力も必要になる｡
戦略は管理の-イアラルキーにおいて広範に共
有される活動であって､戦略において具体的な機
会の受入れ､棄却はそれぞれ組織能力の強化ない
しは弱体化の結びつくことになる｡戦略と分離し
た現在のみを考えた希望的数値を羅列 し､定量要
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因を重視した現状延長的な戦略を追求することは､
企業の強みを弱体化させる｡これは能力の欠如に
よるものでベストな未来像はなく､戦略効果､成
功の確率､リスクの判断すら出来ないものになる｡
ここでは競合企業の攻撃に非常に弱くなる｡
戦略プロセスにおける四つの不可欠な要素を次
のように掲げているが､強力な戦略形成と実行の
ために必要なものと言えよう｡
1.問題と戦略的な機会の識別に中核的な人物を
参加させること｡
2.個人的な選好､組織の価値観､全社的な能力
を分析に含めること｡
3.今後の市場の成長に関する正確な関連データ
を整えること｡
4.資本の源泉と予想利益に関する財務的な制約
を認識すること｡
仮に上記四つの不可欠要素が整ったとした場合
に戦略実行面において大きな成果を上げることが
できるだろうかという疑問が発せられる｡また戦
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略の成果を得るため上級の経営幹部は次の項目に
留意すべLとしている｡
自社目標に照らしてパフォーマンスを評価する
こと｡自社目標を社会的立場から評価する｡自社
戦略が継続的に妥当性をもっているかどうか何度
も議論する｡
こうすれば､(丑 自社の本質､② 自社の活動
の現状､(卦 自社の進行方向､① 自社の存在と
成長はメンバーの最良の貢献になぜ値するのかに
関して組織の理解を得ることができる｡
経営幹部は､戦略的な意思決定の継続的なプロ
セスを管理する義務を負っている｡
本書で主張する全社戦略は､環境あるいは社会
における自社の全社最適像の構築とその実現を目
指している｡グローバル化進展の中で日本企業は､
トノブ主導型の全社戦略像の構築と実現のため真
剣に取組まなければならないことがうかがわれる｡
(いとう じろう 教授)
(1991.5.21受理)
